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バ　　ラ　　ン　　ス　　シ　　ー　　ト
（平成１８年３月３１日現在）

(単位：千円）

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 2,735,975
（２）民生費 1,487,337 （１）地方債 13,865,385
（３）衛生費 956,638

（４）労働費 29,297 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 7,370,450 ① 物件の購入等 0

（６）商工費 1,902,563 ② 0

（７）土木費 15,784,504 債務負担行為計 0

（８）消防費 467,201

（９）教育費 19,384,887 （３）退職給与引当金 3,271,758

（10）その他 16,731
計 50,135,583     固定負債合計 17,137,143

（ うち土地 9,972,832 ）

    有形固定資産合計 50,135,583 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 1,089,223
（１）投資及び出資金 939,339

（２）貸付金 255,634 （２）翌年度繰上充用金 0
（３）基金

① 特定目的基金 192,218     流動負債合計 1,089,223

② 土地開発基金 300,000
③ 定額運用基金 71,699

基金計 563,917   負  債  合  計 18,226,366
（４）退職手当組合積立金 96,574

    投資等合計 1,855,464

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 796,912

② 減債基金 278,094 １．国庫支出金 10,763,554

③ 歳計現金 356,238
現金・預金計 1,431,244 ２．県支出金 5,663,890

（２）未収金

① 地方税 377,975 ３．一般財源等 19,165,829
② その他 19,373

未収金計 397,348

    流動資産合計 1,828,592   正  味  資  産  合  計 35,593,273

 資  産  合  計 53,819,639  負 債・正 味 資 産 合 計 53,819,639

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 14,334 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 24,070 千円

　③利子補給等に係るもの 56,395 千円

債務保証又は損失補償
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Ⅰ バランスシート 
[１] バランスシート（貸借対照表）とは 

  バランスシートとは、一定の時点の資産、負債等の状況を一覧的に表した報告書

のことで、一般的には「貸借対照表」とも呼ばれています。 

バランスシートでは、減価償却などの企業会計的な手法を用いて、市が保有する

「資産」と「負債」などの残高を対照して表しています。 

 

[２] バランスシート作成の目的 

  現在、本市で行っている予算や決算及び財政状況等に関する公表では、いわゆる

資金のフロー（ある一定期間（例：年度間）における収入や支出などの資金の動き）

に関する情報が主であり、ストック（ある一定の時点（例：年度末）における資産

や負債などの残高）に関する情報は不足していました。 

  このため、「これまでどれだけの資産を形成してきたのか」「今後どれだけの債務

を負担しなければならないのか」などを明らかにするとともに、より多面的な財政

状況の分析を行うための手法の一つとして、バランスシートを作成しました。 

  作成にあたっては、平成 13 年 3 月に総務省から出された「地方公共団体の総合

的な財政分析に関する調査研究会報告書」に基づき試算しています。 

 

[３] バランスシートの作成基準 

  作成にあたっての基本的な前提として、次の事項を掲げています。 

 1）普通会計（本市の場合は一般会計と工業団地整備事業特別会計）を対象とする。 

 2）過去の実際の支出額を基礎とする取得原価主義を採用する。 

 3）毎年度総務省が調査を行っている「地方財政状況調査」（決算統計）の昭和 44

年度からのデータを取得価格として使用する。 

 4）一年基準を採用し、貸借対照表日の翌日から一年以内に入金または支払の期限

が到来するものを流動資産または流動負債とし、それ以外のものを固定資産、固

定負債として分類する。 

 5）バランスシート作成の基準日は、会計年度末（3 月 31 日）とする。なお、出納

整理期間における未収金や未払金は、3 月 31日までに出納が終了したものとして

処理する。 
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[４] バランスシートの説明 

 表側の左側の借方（かりかた）には、市が所有している土地や建物の有形固定資

産や基金、現金などの「資産」が、一方右側の貸方（かしかた）には、資産を取得

するために借り入れたお金の残額である「負債」と、企業では資本に相当する資産

と負債の差額の「正味資産」が記載されています。 

 

（１）資産の部 

資産とは、一会計年度を超えて、市の経営資源として用いられると見込まれるも

のをいい、有形固定資産、投資等、流動資産に分類されます。 

①有形固定資産 

   市が保有する建物、道路、公園といった不動産、および、車両、高額備品などの

動産をいい、その保有が長期に及ぶものをいいます。 

  施設整備などに投資した金額から、定額法を用いて算出された減価償却分を差し

引いた価格を計上します。 

  市の行う行政サービスが多岐におよぶことをふまえて、分野ごとにどの程度、財

政的に力を注いできたのかなどを明確にするために、総務費、民生費等の行政目的

別に区分して表示することにします。 

②投資等 

  投資等は、「投資及び出資金」、「貸付金」、及び「基金」に分類されます。 

  ａ）投資及び出資金 

    公営企業（上水道事業等）への出資金、土地開発公社や財団法人に対する出捐

金、および有価証券等をいいます。 

  ｂ）貸付金 

    市が有する第三者への貸付金残高をいいます。 

  ｃ）基金 

    特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て又は定額の資金を運用する

ために設けられる資金又は財産をいいます。 

   その目的の達成までの期間が通常長期に及ぶものは投資等に、流動性が高いも

のは流動資産に分類します。 
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 ｄ）退職手当組合積立金 

   退職手当組合が保有する資産に対する市の持分です。組合への納入額と組合か

らの支給額の差額を計上します。 

③流動資産 

  流動資産には、財政調整基金（特定目的によらずに予期しない収入減や支出に備

えるもの）や減債基金（地方債の償還に充当されるもの）、5 月末時点で現金預金と

して残った歳計現金、市税や分担金負担金の収入未済額である未収金を計上します。 

（２）負債の部 

資産形成の財源として調達された資金のうち、将来において支払や返済の必要が

あるものをいい、固定負債と流動負債に分類されます。 

①固定負債 

  流動負債以外のものをいいます。 

 ａ）地方債 

   施設整備等の財源として、金融機関などから借り入れたものです。 

   借入済の地方債のうち、翌々年度以降に返済すべき金額を計上します。 

 ｂ）債務負担行為 

   ＰＦＩ等の手法により整備した資産で物件の引渡しを受けたものの支払が済ん

でいないものや、市が債務保証・損失補償をおこなっているものについて支払義

務が発生した場合などに計上します。 

 ｃ）退職給与引当金 

   年度末に在籍している職員が退職すると仮定した場合に支払われる退職手当の

金額です。退職時において支払われる退職手当は労働に対する対価として既に発

生しているという企業会計上の考えによるものです。 

②流動負債 

  貸借対照表日の翌日から一年以内に支払の期限が到来するものをいいます。 

 ａ）翌年度償還予定額 

   地方債の年度末残高のうち、翌年度に予定されている元金償還額を計上します。 

 ｂ）翌年度繰上充用金 

   歳入が歳出に不足する場合に、翌年度の歳入を繰り上げてその年度の歳入に充

てられた金額をいいます。 
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（３）正味資産の部 

   資産と負債の差額であり、バランスシートの借方に計上されている資産のうち、

すでに市民から納められた税金、国や県からの支出金を財源として取得しており、

将来において支払や返済を要しない金額をいいます。 

 ａ）国庫支出金 

    資産を形成する際に、国が支出した金額です。なお、これらの支出によって取

得した固定資産のうち減価償却相当額については、既にその支出金の対価として

の固定資産の価値が下落していることから、あわせて国庫支出金から直接減額を

行います。 

 ｂ）県支出金 

    資産を形成する際に、県が支出した金額です。なお、これらの支出によって取

得した固定資産のうち減価償却相当額については、既にその支出金の対価として

の固定資産の価値が下落していることから、あわせて県支出金から直接減額を行

います。 

 ｃ）一般財源等 

   主に市民からの税金により資産が形成された金額です。 

 

（４）欄外注記 

   バランスシートに関する重要な情報を開示します。 

 ａ）物件の購入等に係るもの 

   物件の購入に係る情報は、翌期以降の財源の使用使途を事前に制限する重要な

情報ですので、欄外に注記事項として開示します。 

 ｂ）債務保証又は損失補償に係るもの 

   外郭団体の銀行借入に関して地方公共団体が銀行へ債務保証した場合等に、万

一外郭団体が破綻すると、当該借入金については地方公共団体が負担することに

なります。このように重要な情報ですので、欄外に注記します。 

 ｃ）利子補給等に係るもの 

   融資に関する一部または全部の利子を補給する利子補給については、将来の利

子補給期間にわたり財源の使用使途を制限するものですので、重要な情報として

欄外注記として開示します。 
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[５] バランスシートから分かること 

（１）資産の総額 

  平成 17 年度の東松島市のバランスシートを、資産、負債、正味資産を総額で表

示すると次のとおりになります。 

 

                 市民一人 

                 当たり 

                 で見ると 

                  

 

 

 

                       （H18.3.31 現在：43,773 人） 

① 資産総額は、538 億円（市民一人当たり 123 万円） 

資産とは、将来にわたり公共サービスを提供することのできる価値、すなわち

次の世代が受けることのできるサービスです。 

賃借対照表からは、その内訳や増減を把握できます。 

 

② 負債総額は、182 億円（市民一人当たり 42 万円） 

負債とは、将来返済すべき債務であり、次の世代が負担する借金です。負債が

多ければそれだけ市税などから、その償還及び利払いにまわさなければいけない

資金が多くなり、財政運営の硬直化を招く要素となります。 

ただし、この中には国からの地方交付税で補填されるものもあるため、全額を

市が負担するわけではありません。 

 

③ 正味財産総額は、356 億円（市民一人当たり 81 万円） 

正味財産とは、現在までの世代が既に負担し、次の世代に引き継ぐ正味価値で

す。 

 

 

東 松 島 市 

 

       負債 

資産     182 億円 

538 億円 

       正味資産 

       356 億円 

市民一人当たり 

 

       負債 

資産     42 万円 

123 万円 

       正味資産 

       81 万円 
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（２）資産の内訳 

  バランスシートから、資産、負債、正味資産の内訳を把握することができます。

平成 17 年度のそれぞれの構成をまとめたものが次のグラフです。 

資産の構成
有形固定資産

93.2%

基金
1.0%

投資及び出資金
1.7%

貸付金
0.5%

退職手当組合
積立金　0.2%

現金・預金
2.6%

未収金
0.8%

 

負債・正味資産の構成

固定負債（退職給与

引当金）

6.1%
流動負債

2.0%

正味資産（国庫支出

金）

20.0%

正味資産(県支出

金)

10.5%

正味資産（一般財源

等）

35.6%

固定負債（地方債）

25.8%

 
  まず、資産を見ると、総資産のうち、有形固定資産が 93％を占めています。 

  バランスシートの［資産の部］1.有形固定資産の内訳を見ると、土木費と教育費

が有形固定資産の大部分を占めており、これは市内の道路や橋りょう、学校などの

施設です。 

  次に、負債・正味資産を見ると、負債が全体の 34％、残りの 66％が正味資産と

なっています。また、固定負債（地方債）が26％を占めており、負債は次世代が将

来返済すべき債務でありますが、正味資産の比率が高いということは、資産形成に

ついて、既に現在までの世代で負担をし、将来の世代へ引き継ぐ資産が多いことを

表しています。 

 

 

－7－



（３）財政状況の推移 

  平成16年度から平成17年度の貸借対照表の変化を見ることで財政状況の推移を

把握できます。下表を見ると、資産と負債が増加し、正味資産が減少しています。

これは、公共施設整備（一般廃棄物最終処分場整備事業等）に伴い多くの地方債を

発行したことが影響しているものと思われます。 

また、正味資産比率（保有する総資産のうち返済義務を負わない部分がどの程度あ

るかということを示す指標で高いほど望ましい）は 66.1％であり、民間会社の水準

から見ればかなり高い状況であるものと考えますが、年々減少していることには留

意する必要があります。 

市民 1人当たり（万円） 

年度 

人口 
（各年度 

3月末日） 

資産 

（Ａ） 
（百万円） 

負債 

（Ｂ） 
（百万円） 

正味資産 

（Ｃ） 
（百万円） 

正味資産比率

(C)/(A) 

（％） 
資 産 負 債 正 味

資 産

Ｈ16 43,627 53,715 17,939 35,777 66.6 123.1 41.1 82.0

Ｈ17 43,773 53,820 18,226 35,593 66.1 133.2 41.6 81.3

 

（４）資産形成と財源の関係 

  行政活動により、どのような財源で、どれだけの公有財産が形成されてきたかを

見てみます。下記の表は平成 17 年度までの有形固定資産とそれを構成している財

源を表したものです。財源のうち、国・県からの支出金は約 33％で、残りの約 67％

は地方債と一般財源等です。資産形成にあたり、地方債が大きな割合を占めており

ますが、これは次世代に対し平準化した負担を求めていくという地方債の基本的な

考え方に基づくものです。               （単位：百万円、％） 

有形固定資産 金 額 構成比 財 源 金 額 構成比 

教育費 

土木費 

農林水産業費 

その他 

19,385 

15,785 

 7,370 

7,596 

38.7

31.5

14.7

 15.1

国支出金 

県支出金 

地方債 

一般財源等 

10,764 

5,664 

14,955 

18,753 

21.5

11.3

29.8

37.4

計 50,136 100.0 計 50,136 100.0
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[６] バランスシートによる財務分析 

  バランスシートでの財務指標をもとにして、現在の財政状況を分析します。 

  なお、使用した比較データはバランスシートを公開している塩釜市、福島県相馬

市、山形県酒田市とします。（注：他市は平成 16 年度のバランスシートです） 

経営主要比率 

 東松島市 塩釜市 相馬市 酒田市 
人口（各年度末） 43,773 60,316 39,120 98,863
歳入総額（千円） 15,783,744 19,111,773 12,658,120 38,607,100
歳出総額（千円） 15,427,506 18,786,780 12,223,650 37,548,823
正味資産比率(%) 66.1 64.0 50.3 48.4
有形固定資産構成比率(%) 93.2 89.3 79.2 85.9
流動比率(%) 167.9 65.9 163.4 112.5
地方債比率(%) 27.8 29.8 40.6 46.1
一人当たり資産合計(千円) 1,230 1,105 1,076 1,071
一人当たり固定資産額(千円) 1,145 986 853 920
一人当たり地方債合計(千円) 342 329 437 494
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（１）正味資産比率 

  総資産に対する正味資産の比率が高いほど、資産の形成にあたっての地方債に依

存する割合が少ないことを表しています。反対に、率が低いほど地方債への依存が

高く、財政の健全性が損なわれているといえます。 

  なお、民間企業では、この率が 50％以上であることが望ましいとされています。 

   率の求め方…… （正味資産 ÷ 総資産）× 100 

   本市では …… （35,593,273 ÷ 53,819,639）×100＝ 66.1％ 

  次に正味資産の内容を分析しますと一般財源のウエイトが高いことが分かります。 

 東松島市 塩釜市 相馬市 酒田市 
国支出金(%) 20.0 20.0 12.2 13.7
県支出金(%) 10.5 2.5 3.9 6.7
一般財源等(%) 35.6 41.5 34.2 28.0
正味資産合計(%) 66.1 64.0 50.3 48.4
総資産(%) 100.0 100.0 100.0 100.0

 

20 .0 20 .0

12 .2 13 .7

3 .9

34 .2

28 .0

2 .5

6 .7
10 .5

35 .6

41 .5

66 .1
64 .0

50 .3
48 .4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

東松島市 塩釜市 相馬市 酒田市

国支出金(%) 県支出金(%)

一般財源等(%) 正味資産合計(%)
 

 

 

－10－



（２）有形固定資産の行政目的別構成比率 

  市の社会資本形成を行政目的別割合に見ることにより、これまでの社会資本形成

はどこに重点を置かれてきたのかが明確になります。また、他団体ごとに様々な条

件が異なるとはいえ、概括的に他団体との間での社会資本形成割合を見ることがで

きます。 

   率の求め方…… （有形固定資産 ÷ 資産合計）× 100 

   本市では …… （50,135,583 ÷ 53,819,639）×100＝ 93.2％ 

  目的別にみると、「教育費」が 36.0％と最も高く、「土木費」29.3％、「農林水産

業費」13.7％がこれに次いでいます。 

有形固定資産構成比率（総資産＝100、単位：％） 

 東松島市 塩釜市 相馬市 酒田市 

総務費 5.1 1.1 3.5 8.3
民生費 2.7 1.6 3.7 1.3
衛生費 1.8 5.9 2.4 1.1
労働費 0.1 0.1 0.1 0.2
農林水産業費 13.7 5.6 4.7 3.2
商工費 3.5 0.4 0.3 1.8
土木費 29.3 52.1 33.7 33.3
消防費 0.9 0.4 0.3 1.0
教育費 36.0 20.5 28.3 35.2
その他 0.1 1.6 2.2 0.5
（うち土地） 18.5 31.6 16.9 25.4
有形固定資産合計 93.2 89.3 79.2 85.9

資産合計 100.0 100.0 100.0 100.0

  本市は、他市と比較すると、資産に占める有形固定資産の割合が大きいことが伺

えます。反面、これからの有形固定資産形成を地方債に依存しないで行うために必

要となる有形固定資産形成に備えた基金の蓄積が少ないとも言えます。 
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（３）流動比率 

  短期的な借入金の支払能力を測る指標であり、「流動資産」に対する「流動負債」

の比率として表されます。 

  民間企業では、この率が 100％以上であることが望ましいとされ、130％が安全

の基準とされています。 

   率の求め方…… （流動資産 ÷ 流動負債）× 100 

   本市では …… （1,828,592 ÷ 1,089,223）×100＝ 167.9％ 

現金預金の内訳 

 東松島市 塩釜市 相馬市 酒田市 
総資産に対する現金預金比率(%) 3.4 1.4 3.2 2.9
1人当たり現金預金（千円） 33 9 35 31

 

（４）地方債比率 

  負債のうち、総資産に占める地方債（借入金）の比率を示します。本市は、正味

資産比率が高いので、負債比率は反対に低くなっています。 

  財政の健全化という観点からは、15～20％が望ましいとされています。 

   率の求め方…… （地方債（翌年度償還予定額を含む）÷総資産）×100 

   本市では …… （14,954,608 ÷ 53,819,639）×100＝ 27.8％ 

 

（５）市民一人当たりバランスシート 

  市民一人当たりの財務指標を作成することにより、人口規模といった比較阻害要

素がなくなり単純比較が可能となります。 

  また、市民一人当たりの情報を公表することにより、自治体経営がより身近に感

じとることができます。 

 （例）率の求め方 

市民一人当たりの社会資本形成（円）＝ 有形固定資産合計 ÷ 人  口 

   市民一人当たりの負債額（円）   ＝ 負 債 合 計  ÷ 人  口 
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市民一人当たりバランスシート 

勘定科目 市民一人当たり(円) 勘定科目 市民一人当たり(円)

[資産の部] [負債の部] 

１．有形固定資産 1,145,354 １．固定負債 

２．投資等 (1)地方債 316,757

(1)投資及び出資金 21,459 (2)退職給与引当金 74,744

(2)貸付金 5,840   固定負債合計 391,501

(3)基金 12,883 ２．流動負債 

(4)退職手当組合積立金 2,206 (1)翌年度償還予定額 24,883

  投資合計  42,388      負債合計 416,384

３．流動資産  

(1)現金・預金 32,697 [正味資産の部] 

(2)未収金 9,078 正味資産合計 813,133

  流動資産合計  41,775   

資産合計 1,229,517 負債・正味資産合計 1,229,517

  この表によると、総資産が一人当たり 123 万円で、そのうち借入金（固定負債＋

流動負債）が 42 万円であることや、後世代に受け継ぐ財産（正味資産）が 81 万円

であることが分かります。 

 

 

世帯（四人）当たりバランスシート 

勘定科目 世帯当たり(万円) 勘定科目 世帯あたり(万円) 

有形固定資産 458 負債 167

投資等 17  

流動資産 17 正味資産 325

資産合計 492 負債・正味資産合計 492
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[７] まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 資産総額は、538 億円である。 

 

● 負債総額は、182 億円（資産総額の 34％）、正味資産は 356 億円（資産総額

の 66％）である。 

 

● 市民一人当たりでは、資産総額が 123 万円、負債総額が 42 万円、正味資産

が 81 万円である。 

 

● 前年度との比較では、資産が104 百万円、負債が 288 百万円の増加となり、

正味資産が183 百万円の減少となっている。また、資産に対する負債の割合は、

前年度の 36.5％から 33.4％へ減少している。 

 

● 塩釜市、相馬市、酒田市と比較すると、東松島市は、資産総額に占める正味

資産比率が高いこと、地方債比率が少ないことが分かる。 

また、住民一人当たりで、資産額は大きいが、負債額は少ないことが分かる。

 

● 有形固定資産の行政目的別の構成は、教育費と土木費が大半を占め、次いで

農林水産業費が大きな割合を占めている。 

 

● 総括 

資産は増加しているが、その内容は地方債が増加し、現金・預金が減少して

いる。 
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附 属 資 料 
 

１ バランスシートの推移 

  バランスシートの項目について、過去の数値と比較したものです。 

  資産状況等の推移が分かります。 

 

２ 有形固定資産明細表 

  バランスシートの有形固定資産の内訳を示すものです。 

分野ごとに資産の「取得価額」、「減価償却累計額」、「残存価額」が分かります。 

 

３ 土地明細表 

  主な分野ごとにどれだけ土地を取得してきたかが分かります。 

 

４ 普通建設事業費に係る補助金、負担金等の状況 

  県が行う工事への負担金など市の資産には含まれない施設建設事業費を表します。 

 

５ 主な施設の状況 

  有形固定資産に含まれる市の主な施設について、「取得年度」「取得価額」「減価償

却累計額」「残存価額」を表したものです。 

 

６ 有形固定資産耐用年数表 

  耐用年数とは、その有形固定資産が使用できると見積もられる年数をいいます。 

  「作成マニュアル」により定められた耐用年数を表します。 
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バランスシートの推移 （※各年度末現在バランスシート）

（単位：千円）

16～17

伸率

【借　　　　方】
[資産の部]

１．有形固定資産
（１）総務費 2,825,949 2,735,975 △ 3.2
（２）民生費 1,572,979 1,487,337 △ 5.4
（３）衛生費 672,885 956,638 42.2
（４）労働費 37,303 29,297 △ 21.5
（５）農林水産業費 7,613,174 7,370,450 △ 3.2
（６）商工費 1,712,918 1,902,563 11.1
（７）土木費 15,792,249 15,784,504 0.0
（８）消防費 563,308 467,201 △ 17.1
（９）教育費 19,247,888 19,384,887 0.7
（10）その他 17,644 16,731 △ 5.2
計 50,056,297 50,135,583 0.2
（うち土地） 9,857,806 9,972,832 1.2

２．投資等
（１）投資及び出資金 920,660 939,339 2.0
（２）貸付金 286,603 255,634 △ 10.8
（３）基金 485,037 563,917 16.3
（４）退職手当組合積立金 △ 162,356 96,574 △ 159.5
計 1,529,944 1,855,464 21.3

３．流動資産
（１）現金・預金 1,651,038 1,431,244 △ 13.3
（２）未収金 478,154 397,348 △ 16.9
計 2,129,192 1,828,592 △ 14.1

　資　　産　　合　　計 53,715,433 53,819,639 0.2

【貸　　　　方】
[負債の部]

１．固定負債
（１）地方債 13,589,308 13,865,385 2.0
（２）債務負担行為 0 0 0.0
（３）退職給与引当金 3,143,523 3,271,758 4.1

２．流動負債
（１）翌年度償還予定額 1,205,851 1,089,223 △ 9.7
（２）翌年度繰上充用金 0 0 0.0
計 1,205,851 1,089,223 △ 9.7

　負　　債　　合　　計 17,938,682 18,226,366 1.6
[正味資産の部]

１．国庫支出金 10,649,112 10,763,554 1.1
２．県支出金 5,448,644 5,663,890 4.0
３．一般財源等 19,678,995 19,165,829 △ 2.6

　正　味　資　産　合　計 35,776,751 35,593,273 △ 0.5

　負　債・正 味 資 産 合 計 53,715,433 53,819,639 0.2

区　　　分 平成16年度 平成17年度
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有形固定資産明細表
（単位：千円）

取得価額 減価償却累計額 残存価額

A B A－B

総務費 4,701,153 1,965,178 2,735,975

庁舎等 1,424,809 487,514 937,295

その他 3,276,344 1,477,664 1,798,680

民生費 2,831,727 1,344,390 1,487,337

保育所 1,567,641 724,805 842,836

その他 1,264,086 619,585 644,501

衛生費 2,552,668 1,596,030 956,638

清掃費 1,894,835 1,038,591 856,244

ごみ処理 1,704,362 856,680 847,682

し尿処理 4,450 3,560 890

その他 186,023 178,351 7,672

環境衛生費 219,189 208,392 10,797

その他 438,644 349,047 89,597

労働費 207,616 178,319 29,297

農林水産業費 17,595,322 10,224,872 7,370,450

造林 0 0 0

林道 439,028 307,524 131,504

治山 15,338 8,982 6,356

砂防 0 0 0

漁港 6,375,060 2,206,243 4,168,817

農業農村整備 8,653,909 6,139,484 2,514,425

海岸保全 193,602 98,949 94,653

その他 1,918,385 1,463,690 454,695

商工費 2,618,064 715,501 1,902,563

国立公園等 0 0 0

観光 737,559 360,713 376,846

その他 1,880,505 354,788 1,525,717

土木費 32,541,835 16,757,331 15,784,504

道路 19,475,327 12,940,792 6,534,535

橋りょう 1,363,629 447,139 916,490

河川 319,867 19,272 300,595

砂防 0 0 0

海岸保全 0 0 0

港湾 0 0 0

都市計画 8,338,070 2,290,058 6,048,012

街路 1,911,642 560,213 1,351,429

都市下水路 0 0 0

区画整理 1,400,840 365,694 1,035,146

公園 4,874,271 1,305,915 3,568,356

その他 151,317 58,236 93,081

住宅 3,028,873 1,044,935 1,983,938

空港 15,245 14,640 605

その他 824 495 329

消防費 1,757,807 1,290,606 467,201

庁舎 96,902 23,120 73,782

その他 1,660,905 1,267,486 393,419

教育費 27,301,326 7,916,439 19,384,887

小学校 7,778,677 2,459,739 5,318,938

中学校 4,583,933 1,538,849 3,045,084

高等学校 106,126 63,056 43,070

幼稚園 406,759 139,012 267,747

特殊学校 0 0 0

大学 0 0 0

各種学校 0 0 0

社会教育 7,803,800 2,243,567 5,560,233

その他 6,622,031 1,472,216 5,149,815

その他 47,778 31,047 16,731

合計 92,155,296 42,019,713 50,135,583
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土地明細表
　　　　　　　　（単位：千円）

取得価額

道路橋りょう 3,119,215

街路 1,121,489

公営住宅 213,711

小学校 498,794

中学校 145,212

その他 4,874,411

合計 9,972,832
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普通建設事業費に係る補助金・負担金等の状況
（単位：千円）

昭和４４年度 　　　　　　　　直近５カ年の実績

以降累計額 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

総務費 157,563 95 0 0 0 0

民生費 208,043 54,199 25,500 50,000 0 16,500

衛生費 492,475 400 700 60,761 171,021 61,545

労働費 0 0 0 0 0 0

農林水産業費 5,768,179 73,377 59,489 79,421 127,603 392,223

商工費 186,317 0 0 5,947 3,000 0

土木費 3,030,109 161,784 97,800 809,747 693,521 145,890

消防費 73,444 447 0 0 481 0

教育費 304,510 0 0 10,350 31,450 0

その他 0 0 0 0 0 0

合計 10,220,640 290,302 183,489 1,016,226 1,027,076 616,158

（注）　国直轄事業負担金、県営事業負担金、同級他団体・公的団体等に対する普通建設事業
　　　に係る補助金等をとりまとめたものである。

補助金・負担金等計算表
（単位：千円）

            昭和４４年度以降累計額

補助事業 単独事業 県営事業 直轄事業等 合計

総務費 61,522 96,041 0 0 157,563

民生費 57,605 150,438 0 0 208,043

衛生費 269,717 222,758 0 0 492,475

労働費 0 0 0 0 0

農林水産業費 1,750,952 1,345,489 2,614,746 56,992 5,768,179

商工費 55,040 131,277 0 0 186,317

土木費 45,025 1,927,044 1,020,284 37,756 3,030,109

消防費 1,290 14,980 57,174 0 73,444

教育費 161,539 142,971 0 0 304,510

その他 0 0 0 0 0

合計 2,402,690 4,030,998 3,692,204 94,748 10,220,640
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主な施設の状況　　（平成１8年３月３１日現在）

（単位：千円）

区  分 施設名 取得年度
取得価額

減価償却
累 計 額

残存価額

a ｂ a-b

総務費
市役所庁舎増築 Ｈ１２ 138,324 16,599 121,725

共同受信施設 Ｈ７－１７ 207,652 63,979 143,673

民生費

デイサービスセンター
在宅介護支援センター Ｈ５－６ 222,680 115,165 107,515

大塩保育所 Ｈ５ 125,336 54,312 71,024

子育て支援センター Ｈ１２ 25,406 6,097 19,309

衛生費
リサイクルセンター Ｈ６ 97,422 46,763 50,659

一般廃棄物最終処分場 Ｈ１５－１７ 507,428 65,890 441,538

農      林
水産業費

ふるさと林道（滝山道ほか） Ｈ７－１２ 204,003 114,453 89,550

ふるさと農道（三間堀ほか） Ｈ５－１０ 244,453 90,238 154,215

せせらぎの里（新堤地区） Ｈ３－８ 126,727 78,894 47,833

漁港整備 Ｈ１０－１７ 916,984 62,950 854,034

土木費

上浜橋自転車歩行者橋架替 Ｈ５－６ 168,687 35,007 133,680

矢本駅前線 Ｈ５－ 466,925 54,260 412,665

南浦５４号線 Ｈ６－９ 492,024 174,701 317,323

平岡白萩線 Ｈ１１－１４ 94,576 27,977 66,599

コミュニティパーク Ｈ４－６ 146,859 31,673 115,186

山崎地区公園 Ｈ４－７ 321,168 95,185 225,983

奥松島公園 Ｈ１０－１５ 235,107 31,224 203,883

五味倉住宅 Ｈ５－９ 730,323 171,706 558,617

小野駅前第二住宅 Ｈ１６－１７ 527,705 22,334 505,371

災害公営住宅 Ｈ１６ 415,668 20,783 394,885

教育費

矢本東小学校大規模改造 Ｈ１３－１６ 923,580 33,258 890,322

野蒜小学校大規模改造 Ｈ１５－１７ 564,175 15,399 548,776

矢本第一中学校増築 Ｈ４－６ 260,778 62,306 198,472

矢本第二中学校大規模改造 Ｈ９－１１ 683,510 90,261 593,249

コミュニティセンター Ｈ元－４ 1,562,949 437,002 1,125,947

図書館 Ｈ３－５ 467,997 120,636 347,361

赤井公民館 Ｈ５－７ 495,495 89,715 405,780

大曲公民館 Ｈ１１－１３ 578,565 45,084 533,481

新総合運動公園 Ｈ元－１３ 2,857,392 473,882 2,383,510

健康増進センター Ｈ１４－１６ 1,460,302 35,035 1,425,267
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有形固定資産耐用年数表

区分 耐用年数 区分 耐用年数

１　総務費 ７　土木費

　(1)　庁舎等 50 　(1)　道路 15

　(2)　その他 25 　※ 　(2)　橋りょう 60

２　民生費 　(3)　河川 50

　(1)　保育所 30 　(4)　砂防 50

　(2)　その他 25 　※ 　(5)　海岸保全 50

３　衛生費 25 　(6)　港湾 50

４　労働費 25 　※ 　(7)　都市計画

５　農林水産業費 　　ア　街路 15

　(1)　造林 25 　※ 　　イ　都市下水路 20

　(2)　林道 15 　　ウ　区画整理 40

　(3)　治山 30 　　エ　公園 40

　(4)　砂防 50 　　オ　その他 25 　※

　(5)　漁港 50 　(8)　住宅 40

　(6)　農業農村整備 20 　(9)　空港 25 　※

　(7)　海岸保全 50 　(10)　その他 25 　※

　(8)　その他 25 　※ ８　消防費

６　商工費 25 　※ 　(1)　庁舎 50

　(2)　その他 10

※は別途調査に基づく平均的な ９　教育費 50

　有形固定資産の耐用年数 10　その他 25 　※
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Ⅱ 行政コスト計算書 
 
 
 
 
 
 
 
 



行政コスト計算書 　 （　平成１７年　４月　１日　～　１８年　３月３１日　）

[行政コスト] （単位：千円）

総　　額 （構成比率） 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 不納欠損額

1

(1)人件費 2,794,920 20.9% 174,090 906,237 513,159 179,361 0 141,572 58,635 142,786 81,645 597,435 0

(2)退職給与引当金繰入等 14,580 0.1% 831 5,599 2,435 845 0 671 277 685 394 2,843 0

小　　計 2,809,500 21.0% 174,921 911,836 515,594 180,206 0 142,243 58,912 143,471 82,039 600,278 0

2

(1)物件費 2,395,239 17.9% 10,675 655,581 278,644 410,362 0 86,138 19,751 110,619 45,109 778,360 0 0

(2)維持補修費 221,847 1.6% 0 27,833 3,155 13,301 0 14,474 250 96,289 1,788 64,757

(3)減価償却費 2,331,936 17.4% 197 136,794 88,403 80,401 8,006 454,750 91,109 870,725 100,228 500,607 716

小　　計 4,949,022 36.9% 10,872 820,208 370,202 504,064 8,006 555,362 111,110 1,077,633 147,125 1,343,724 0 716

3

(1)扶助費 1,311,526 9.8% 1,294,657 0 16,869

(2)補助費等 1,564,632 11.6% 2,435 70,987 124,511 613,561 16,091 62,598 36,396 10,143 536,377 91,533 0 0

(3)繰出金 1,766,909 13.2% 0 949,162 0 0 158,924 0 658,823 0 0 0

(4)普通建設事業費　　（他団体への補助金等） 616,158 4.6% 0 0 16,500 61,545 0 392,223 0 145,890 0 0

小　　計 5,259,225 39.2% 2,435 70,987 2,384,830 675,106 16,091 613,745 36,396 814,856 536,377 108,402 0 0

4

(1)災害復旧事業費 51,448 0.4% 51,448

(2)失業対策事業費 0 0.0%

(3)公債費（利子分のみ） 294,534 2.2% 294,534

(4)債務負担行為繰入 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(5)不納欠損額 43,536 0.3% 43,536

小　　計 389,518 2.9% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 51,448 294,534 43,536

行政コスト　　　　ａ 13,407,265 188,228 1,803,031 3,270,626 1,359,376 24,097 1,311,350 206,418 2,035,960 765,541 2,052,404 51,448 294,534 716 43,536

（構成比率） 1.4% 13.4% 24.4% 10.1% 0.2% 9.8% 1.5% 15.2% 5.7% 15.3% 0.4% 2.2% 0.1% 0.3%

[収入項目]

１　使用料・手数料等　ｂ 1,192,256 0 524,529 244,433 33,073 0 11,544 12,948 97,827 1,686 266,216 0 0 0

ｂ／ａ 8.9% 0.0% 29.1% 7.5% 2.4% 0.0% 0.9% 6.3% 4.8% 0.2% 13.0% 0.0% 0.0% 0.0%

２　国庫（県）支出金　ｃ 2,428,061 136,048 1,406,643 93,710 0 67,981 390 576,608 0 129,133 17,548 0 0

ｃ／ａ 18.1% 7.5% 43.0% 6.9% 0.0% 5.2% 0.2% 28.3% 0.0% 6.3% 34.1% 0.0% 0.0%

３　一般財源　　　ｄ 9,698,463

ｄ／ａ 72.3% ※　「使用料・手数料等」………分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入

収入　（ｂ＋ｃ＋ｄ）　ｅ 13,318,780 ※　「一般財源」………………・地方税、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、

４　正味資産国庫（県）支出金償却額　　ｆ 826,398 　　　地方交付税、交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金

５　期首一般財源等 35,776,751

差引（e－ａ＋ｆ）　一般財源等増減額 737,913

調整額 △ 17,348,835

６　期末一般財源等 19,165,829
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Ⅱ 行政コスト計算書 
 
[１] 行政コスト計算書とは 
  人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない当該年度の行政サー

ビスのコストを説明する計算書です。 
 
[２] 行政コスト計算書作成の目的 
  バランスシートは、一定の時点の資産、負債等の状況を一覧的に表すものですが、

地方公共団体の行政活動は、将来の世代も利用できる資産の形成だけではなく、人

的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービスの提供も行

っています。 
  そこで、地方公共団体の活動をトータルにわかりやすく説明する観点や、行政の

効率性や合理性等の状況をよりわかりやすく住民に説明するという観点から、資産

の形成につながらない当該年度の行政サービスの提供の状況を説明する手法とし

て「行政コスト計算書」の作成を行うこととしました。 
  作成にあたっては、平成 13 年 3 月に総務省から出された「地方公共団体の総合

的な財政分析に関する調査研究会報告書」に基づき試算しています。 

 
[３] 行政コスト計算書の作成基準 
  作成にあたっての基本的な前提として、次の事項を掲げています。 
 1）普通会計（本市の場合は一般会計と工業団地整備事業特別会計）を対象とする。 
 2）現金の出納に止まらず、当該年度の住民に提供した行政サービスに要した全て

のコスト（現金支出に、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金といった非現

金支出を加えたもの）を計上する。 
 3）人件費、物件費、扶助費、普通建設事業費などの性質別経費と教育費、民生費、

農林水産業費、土木費などの目的別経費を合わせたマトリックスにより分類する。 
 4）「現金主義」で経理が行われている普通会計について、その発生した年度に正し

く割り当てられるように調整を行う。 
 5）「地方財政状況調査」（決算統計）を基本データとして作成する。 
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[４] 行政コスト計算書の説明 
 地方公共団体では、営利活動を目的としないため、あるサービスにどれだけのコ

ストがかかっているのかなど行政コストの内容自体の分析が重要になります。 
そのために作成されるのが行政コスト計算書であり、計算書は大きく「行政コス

ト」と「収入項目」から構成されます。 
 また、行政コスト計算書ではコストの正確な把握を目的としているため、「行政

コスト」から「収入項目」を差し引く形で一般財源等増減額が計算されます。 
 

（１）行政コストの部 
行政コストは、企業会計で言えば費用に該当するものであり、地方公共団体が行

政サービスの提供のために要したコストを表します。 
行政コストは、性質別に「人にかかるコスト」、「物にかかるコスト」、「移転支出

的なコスト」、「その他のコスト」に分けることができます。 
①人にかかるコスト 

   行政サービスの担い手である職員に要するものです。 
 ａ）人件費 
  職員等に対し、勤労の対価、報酬として支払われる一切の経費（職員給、各種手

当等）から、退職手当組合負担金を除いた金額です。 
ｂ）退職給与引当金繰入等 
当期に勤務したことにより、あらたに増加した退職給与引当金の増加額です。 

②物にかかるコスト 
  地方公共団体が最終消費者となっているものです。 

  ａ）物件費 
    旅費、備品購入費、委託料、使用料及び賃貸料などです。 
  ｂ）維持補修費 
    施設等の維持管理に要する費用です。 
  ｃ）減価償却費 
    有形固定資産が時の経過等にともない磨耗損耗、陳腐化、不適応化することに

より価値が減少したと認められる金額です。 
③移転支出的なコスト 
  他の主体に移転して効果がでてくるようなものです。 
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 ａ）扶助費 
   生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等の法令に基づき被扶助者に対して支給

する金額等です。 
 ｂ）補助費等 
   負担金、補助及び交付金、寄附金、物件費に計上されるもの以外の委託料、補

償、補填及び賠償金などです。ただし、バランスシートに計上された債務負担行

為のうち債務保証又は損失補償に係るものの履行額及び退職手当組合負担金は

除きます。 
 ｃ）繰出金 
   他会計に対する貸付金や繰入資本金として整理される繰出金以外の支出であり、

他会計に対する財政的な支援金額をいいます。 
 ｄ）普通建設事業費（他団体等への補助金等） 
   隣接団体や民間企業等（他団体等）が行う公共施設の新設や改良、増設事業な

どの投資的経費について、当該地方公共団体が行う他団体への補助金をいいます。 
④その他のコスト 
  上記に属さないものです。 
 ａ）災害復旧事業費 
   地震、洪水、高潮などの災害によって被害を受けた施設をもとに復旧させるた

めの費用等をいいます。 
 ｂ）失業対策事業費 
   多数の失業者が発生した場合に、これらの失業者に雇用の機会を与えるために

地方公共団体が法律に基づいて行う、道路整備、宅地造成、公園清掃などの事業

に要する費用をいいます。 
 ｃ）公債費（利子のみ） 
   地方債および一時借入金の支払利息をいいます。 
ｄ）債務負担行為繰入 

   債務負担行為で債務保証又は損失補償に係るもののうち、当期に債務が確定し

た金額です。 
 ｅ）不納欠損額 
   時効等により徴収できなかった、税金、使用料・手数料等です。 
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（２）収入項目の部 
収入項目は、企業会計で言えば収益に該当するものであり、地方公共団体が行政

活動によって得た収入を表します。 
収入項目はその性質により、「使用料・手数料等」、「国庫（県）支出金」、「一般

財源」に分類されます。 
①使用料・手数料等 

   使用料・手数料、分担金・負担金、寄附金、繰入金（他会計からの財政的な支援

金額のみ）、財産収入、諸収入の現年調定額などです。 
②国庫（県）支出金 
  バランスシートの資産形成に資するもの以外の国庫（県）支出金の現年調定額で

す。 
③一般財源 
  地方税、地方譲与税、地方交付税、利子割交付金、地方消費税交付金ほか各種交

付金の現年調定額をいいます。 

 
（３）まとめの部 
①正味資産国庫（県）支出金償却額 
  バランスシートに計上されている国庫（県）支出金のうち、有形固定資産の減価

償却に合わせて当期に償却される金額です。 
②期首一般財源等 
  前期末バランスシートの一般財源等の金額です。 
③差引一般財源等増減額 
  収入から行政コストを控除し、正味資産国庫（県）支出金償却額を加えた額です。

収入から行政コストを控除した金額は、ちょうど民間企業の「当期利益」に相当し

ます。この金額が黒字であれば黒字経営であるし、赤字であれば赤字経営といわれ

るので、経営者にとっては重要な情報となります。この金額に正味資産国庫（県）

支出金償却額を加えることで、行政コスト計算書とバランスシートが期末一般財源

等でつながります。 
④期末一般財源等 
  当期末バランスシートの一般財源等の金額です。 
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[５] 行政コスト計算書から分かること 
  東松島市の平成 17 年度の行政コストは約 134 億円です。 
  行政コストを性質別に見てみると、補助費、扶助費等の「移転支出的なコスト」

が行政コスト（134 億円）の 39％（53 億円）を占めており、次いで、物件費、減

価償却費等の「物にかかるコスト」が 37％（49 億円）、人件費等の「人にかかるコ

スト」が 21％（28 億円）を占めています。 

行政コスト　［性質別］

その他のコスト

3%

移転支出的なコスト

39%

物にかかるコスト

37%

人にかかるコスト

21%

 
  また、目的別に見てみると、民生費が行政コストの 25％（33 億円）、教育費と土

木費が 15％（21 億円）、総務費が13％（18億円）、衛生費が 10％（14 億円）等 
となっています。 

  収入項目では、使用料・手数料等が 12 億円、国庫（県）支出金が 24 億円、市税

等の一般財源等が 97 億円の計 133 億円となっています。 

行政コスト　［目的別］

その他

22%

衛生費

10%

総務費

13%

土木費

15%

教育費

15%

民生費

25%
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[６] 行政コスト計算書による財務分析 
（１）市民一人あたり行政コスト計算書 
 市民一人あたりの行政コストは、約 31 万円となっています。 
内訳は、「移転支出的なコスト」が12 万円、「物にかかるコスト」が 11 万円、「人

にかかるコスト」が 7万円、「その他のコスト」が 1 万円となっています。 
  その主な内訳を目的別にそれぞれ見てみると、「移転支出的なコスト」では扶助費

や特別会計への繰出金が多い民生費が 5万円でその 45％を占め、被災住宅再建支援

補助金があった土木費が 2 万円で15％を占めています。「物にかかるコスト」では、

教育施設等の管理運営費の比重の高い教育費が 3 万円で27％を占め、減価償却費の

大きい土木費が 2万円でその 22％を占めています。 
 総額 民生費 教育費 土木費 総務費 その他 

人件費 63.9 11.7 13.7 3.3 20.7 14.5

退職給与引当金等 0.3 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0

人にかか

るコスト 

小 計 64.2 11.8 13.8 3.3 20.8 14.5

物件費 54.7 6.4 17.8 2.5 15.0 13.0

維持補修費 5.1 0.1 1.5 2.2 0.6 0.7

減価償却費 53.3 2.0 11.4 19.9 3.1 16.9

物にかか

るコスト 

小 計 113.1 8.5 30.7 24.6 18.7 30.6

扶助費 29.9 29.5 0.4 0.0 0.0 0.0

補助費等 35.7 2.8 2.1 0.2 1.6 29.0

繰出金 40.4 21.7 0.0 15.1 0.0 3.6

普通建設事業費 14.1 0.4 0.0 3.3 0.0 10.4

移転支出

的なコス

ト 

小 計 120.1 54.4 2.5 18.6 1.6 43.0

災害復旧事業費 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2

公債費（利子のみ） 6.7 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7

不納欠損額 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0

その他の

コスト 

小 計 8.9 0.0 0.0 0.0 0.0 8.9

行政コスト 306.3 74.7 47.0 46.5 41.1 97.0

※平成18年3月末時点 43,773人で算出                 （単位：千円） 
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（２）行政コストと有形固定資産の比率 
  目的別の行政コストとバランスシートに計上している有形固定資産の比率を見て

みると、民生費と衛生費において、行政コストが有形固定資産を大きく上回ってい

ます。これは、保健や福祉関係等、人的サービスや給付サービスの提供を主とする

事業が多いことが主な要因です。一方で、土木費や教育費においては、有形固定資

産に対する行政コストの比率が非常に小さくなっています。これは、道路や住宅、

学校やスポーツ施設等の整備など、資産形成に資する事業の比重が大きいことを示

しています。 
（単位：百万円） 

 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 

行政コスト ａ 1,803 3,271 1,359 24 1,311

有形固定資産 ｂ 2,736 1,487 957 29 7,370

比率 (a/b) 65.9% 220.0% 142.0% 82.8% 17.8%

 商工費 土木費 消防費 教育費 

行政コスト ａ 206 2,036 766 2,052 

有形固定資産 ｂ 1,903 15,785 467 19,385 

比率 (a/b) 10.8% 12.9% 164.0% 10.6% 

 

 
 
（４）他自治体との比較                    （単位：千円） 

 東松島市 仙台市 塩釜市 八戸市 

人 口（人） 43,773 997,199 60,316 249,115
行政コスト 13,407,265 302,950,197 16,670,475 74,821,083

人にかかるコスト 64.2 61.8 71.0 49.0
物にかかるコスト 113.1 110.3 76.4 78.4
移転支出的なコスト 120.1 110.8 119.6 161.3
その他のコスト 8.9 20.9 9.4 11.6

住

民

一

人

当

た

り 計 306.3 303.8 276.4 300.3

注）他市は平成 16 年度の行政コスト計算書です 
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［７］ まとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

附 属 資 料 
 
１ 行政コスト計算書の推移 
  行政コスト計算書の項目について、過去の数値と比較したものです。 
  項目別、費目別の推移が分かります。 
 
 
 

● 行政コストは、134 億円である。 
 
● 性質別では、「人にかかるコスト」が 28 億円（総額の 21.0％）、「物にかかる

コスト」が49 億円（総額の 36.9％）、「移転支出的なコスト」が 53億円（総額

の 39.2％）等となっている。 
 
● 目的別では、民生費が 33 億円（総額の 24.4％）、教育費が 21 億円（総額の

15.3％）、土木費が 20 億円（総額の 15.2％）等となっている。 
 
● 市民一人当たりの行政コストは、31 万円である。 
 
● 前年度と比較すると、宮城県北部連続地震に伴う災害復旧事業（公共土木施

設や教育施設災害復旧工事等）の減額等により、約 15 億円のコスト削減となっ

ている。 
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行政コスト計算書の推移

●コスト費目別 （単位：千円）

増減額 伸率

人件費 2,942,528 2,794,920 △ 147,608 △ 5.0

退職給与引当金繰入等 280,856 14,580 △ 266,276 △ 94.8

物件費 1,954,197 2,395,239 441,042 22.6

維持補修費 235,651 221,847 △ 13,804 △ 5.9

減価償却費 2,327,138 2,331,936 4,798 0.2

扶助費 743,801 1,311,526 567,725 76.3

補助費等 1,604,604 1,564,632 △ 39,972 △ 2.5

繰出金 1,621,623 1,766,909 145,286 9.0

普通建設事業費 1,027,076 616,158 △ 410,918 △ 40.0

災害復旧費 1,846,607 51,448 △ 1,795,159 △ 97.2

公債費 300,749 294,534 △ 6,215 △ 2.1

不納欠損額 19,360 43,536 24,176 124.9

計 14,904,190 13,407,265 △ 1,496,925 △ 10.0

●政策費目別 （単位：千円）

増減額 伸率

議会費 266,574 188,228 △ 78,346 △ 29.4

総務費 1,987,471 1,803,031 △ 184,440 △ 9.3

民生費 2,496,674 3,270,626 773,952 31.0

衛生費 1,566,885 1,359,376 △ 207,509 △ 13.2

労働費 51,051 24,097 △ 26,954 △ 52.8

農林水産業費 1,022,266 1,311,350 289,084 28.3

商工費 193,697 206,418 12,721 6.6

土木費 2,526,818 2,035,960 △ 490,858 △ 19.4

消防費 679,291 765,541 86,250 12.7

教育費 1,945,834 2,052,404 106,570 5.5

その他 2,167,629 390,234 △ 1,777,395 △ 82.0

計 14,904,190 13,407,265 △ 1,496,925 △ 10.0

16～17

16～17

平成16年度 平成17年度

平成16年度 平成17年度
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Ⅲ バランスシート 
 

（市 全 体） 



東松島市全体のバランスシート
（単位：千円）

国民健康保険 老人保健医療 介護保険 （小　計）
Ａ 農業集落排水 下水道 漁業集落排水 計 事業会計 事業会計 事業会計 Ｂ Ａ＋Ｂ

[資産の部]
１．有形固定資産
(1)総務費 2,735,975 2,735,975
(2)民生費 1,487,337 1,487,337
(3)衛生費 956,638 956,638
(4)労働費 29,297 29,297
(5)農林水産業費 7,370,450 7,370,450
(6)商工費 1,902,563 1,902,563
(7)土木費 15,784,504 15,784,504
(8)消防費 467,201 467,201
(9)教育費 19,384,887 19,384,887
(10)その他 16,731 3,084,632 14,473,242 17,557,874 17,557,874 17,574,605

合　　計 50,135,583 3,084,632 14,473,242 0 17,557,874 0 0 0 17,557,874 67,693,457
２．投資費
(1)投資及び出資金 939,339 939,339
(2)貸付金 255,634 255,634
(3)基金 563,917 151,768 142,032 293,800 857,717
(4)退職手当組合積立金 96,574 96,574
(5)その他 1,047,640 1,047,640 1,047,640 1,047,640

合　　計 1,855,464 0 1,047,640 0 1,047,640 151,768 0 142,032 1,341,440 3,196,904
３．流動資産
(1)現金・預金 1,431,244 0 0 800 800 36,589 54,768 58,224 150,381 1,581,625
(2)未収金 397,348 5,557 22,941 41 28,539 733,756 0 20,025 782,320 1,179,668
(3)その他 0

合　　計 1,828,592 5,557 22,941 841 29,339 770,345 54,768 78,249 932,701 2,761,293
４．繰延勘定 0

資産合計 53,819,639 3,090,189 15,543,823 841 18,634,853 922,113 54,768 220,281 19,832,015 73,651,654

[負債の部]
１．固定負債
(1)地方債 13,865,385 1,598,127 9,180,966 0 10,779,093 10,779,093 24,644,478
(2)債務負担行為 0
(3)引当金 3,271,758 3,271,758
（うち　退職給与引当金） 3,271,758 3,271,758
（　　　その他の引当金）
(4)他会計借入金 0
(5)その他

合　　計 17,137,143 1,598,127 9,180,966 0 10,779,093 0 0 0 10,779,093 27,916,236
２．流動負債
(1)地方債翌年度償還予定額 1,089,223 83,904 354,265 0 438,169 438,169 1,527,392
(2)翌年度繰上充用額 0
(3)他会計借入金翌年度償還予定額 0
(4)その他

合　　計 1,089,223 83,904 354,265 0 438,169 0 0 0 438,169 1,527,392

負債合計 18,226,366 1,682,031 9,535,231 0 11,217,262 0 0 0 11,217,262 29,443,628

[正味資産の部]

正味資産合計 35,593,273 1,408,158 6,008,592 841 7,417,591 922,113 54,768 220,281 8,614,753 44,208,026

負債・正味資産合計 53,819,639 3,090,189 15,543,823 841 18,634,853 922,113 54,768 220,281 19,832,015 73,651,654

（合　計）普通会計
公営事業会計

公営企業会計
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Ⅲ 東松島市全体のバランスシート 
 [１] 東松島市全体のバランスシート作成の目的 

  第１章において、普通会計を対象としたバランスシートについて作成し、説明を

してきました。しかしながら、本市では普通会計で行っている事業のほかに、特別

会計の下水道事業など、住民と密接な関係を持ったさまざまな事業を行っています。 

  これまでの説明や分析は、普通会計について行い、特別会計は別物として取り扱

ってきました。しかし、普通会計以外の特別会計での活動の大きさは、歳入ベース

で普通会計の４割、５割に達していますし、下水道事業の企業債残高などが巨額な

ものとなっている現状を考えるならば、それらを総合して市全体の財政状態や経営

状況を説明していく必要があります。 

そのため、その手段として作成したのが「東松島市全体のバランスシート」であ

ります。 

  作成にあたっては、平成 13 年 3 月に総務省から出された「地方公共団体の総合

的な財政分析に関する調査研究会報告書」に基づき試算しています。 

 

[２] 全体のバランスシートの作成基準 

  作成にあたっての基本的な前提として、次の事項を掲げています。 

 1）普通会計（本市の場合は一般会計と工業団地整備事業特別会計）と特別会計を

対象とする。 

 2）過去の実際の支出額を基礎とする取得原価主義を採用する。 

 3）毎年度総務省が調査を行っている「公営企業決算統計」及び「歳入歳出決算書」

のデータを取得価格として使用する。 

 4）一年基準を採用し、貸借対照表日の翌日から一年以内に入金または支払の期限

が到来するものを流動資産または流動負債とし、それ以外のものを固定資産、固

定負債として分類する。 

 5）バランスシート作成の基準日は、会計年度末（3 月 31 日）とする。なお、出納

整理期間における未収金や未払金は、3 月 31日までに出納が終了したものとして

処理する。 
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[３] バランスシートの説明 

 各項目については、第１章[４]バランスシートの説明を参照願います。 

 

[４] 全体バランスシートによる財務分析 

（１）会計別世代間負担比率 

 社会資本の整備の結果を示す有形固定資産のうち、正味資産による整備の割合を見

ることによって、これまでの世代によって既に負担された分の割合を見ることができ

ます。 

 会計別に見ると、普通会計における世代間負担比率は 71.0％と高い比率となってい

るのに対して、農業集落排水では45.7％、下水道においては 41.5％と、普通会計と比

べて著しく低い数値となっています。 

 なお、反対に負債に着目すれば、後世代によって将来返済しなければならない分の

割合を見ることが出来ます。                  （単位：千円） 

 普通会計 農業集落排水 下水道 合  計 

有形固定資産(a) 50,135,583 3,084,632 14,473,242 67,693,457
正味資産(b) 35,593,273 1,408,158 6,008,592 43,010,023
世代間負担比率(b/a) 71.0% 45.7% 41.5% 63.5%

 

（２）有形固定資産の行政目的別割合 

 東松島市全体から有形固定資産の割合を見ると、農業集落排水、下水道の有形固定

資産は、教育費、土木費に次ぐ状況になっていることが分かります。 

教育費

29%

農業集落排水

5%

下水道

21%

その他

5%
総務費

4%
民生費

2%

土木費

23%

農林水産業費

11%
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（３）市民一人当たりの市全体のバランスシート 

  市民一人当たりの市全体のバランスシートを作成してみます。 

 

市民一人当たりバランスシート 

勘定科目 市民一人当たり(円) 勘定科目 市民一人当たり(円)

[資産の部] [負債の部] 

１．有形固定資産 1,546,466 １．固定負債 

 (1)地方債 563,006

２．投資等 (2)退職給与引当金 74,744

(1)投資及び出資金 21,459     固定負債合計 637,750

(2)貸付金 5,840  

(3)基金 19,595 ２．流動負債 

(4)退職手当組合積立金 2,206 (1)翌年度償還予定額 34,894

(5)その他 23,934      負債合計 672,644

  投資合計  73,034  

  

３．流動資産 [正味資産の部]  

(1)現金・預金 36,132 正味資産合計 1,009,938

(2)未収金 26,950  

  流動資産合計  63,082   

 

資産合計 1,682,582 負債・正味資産合計 1,682,582

※平成 18 年 3 月末時点 43,773 人で算出 

 

  この表によると、総資産が一人当たり 168 万円で、そのうち借入金（固定負債＋

流動負債）が 67 万円であることや、後世代に受け継ぐ財産（正味資産）が 101 万

円であることが分かります。 
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